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はじめに
　今日、ドイツにおいては、「教員の教育上の自由」（padagogische
Freiheit　des　Lehrers）や「教員会議権」（Lehrerkonferenzrecht）、親や生
徒の教育行政・学校教育運営への参加権（Schulmitwirkmgsrecht）の法
的保障と相侯って、「学校の自治」（Selbst▽erwaltung　der　Schule）は実定
法上に確立されており1）、それは現行教育行政・学校法制における基幹的
な制度原理の一つをなしている。
　この法理は、19世紀中葉以降における「教育の自律性」（Autonomie　der
Erziehung）確保を旨とする思想や理論、とりわけEWデルプフェルトに
よって唱導された「自由な学校共同体（freieSchulgemeinde）」構想や2）、
教育学はもとより国法学・行政学や自然法学における「協同的自治」
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（genossenschaftliche　Selbstverwaltung）の理論などを背景として3）、か
つて1910年代後半からナチス政権によって廃棄・解体されるまでドイツ
各州で法制化を見ていたものであるが、ボン基本法下、1960年代末に「教
育制度の民主化」要求運動の成果として学校法制上に復活したという歴史
をもっている。
　そして1970年代前半、ドイツ教育審議会の学校自治・学校参加の強
化勧告をうけて各州で大規模な学校法制改革が断行され、また1990年
代半ばには「半自律的な学校」（halbautonome　Schule）の創造を促すノ
ルトライン・ウエストファーレン州の教育審議会報告書「教育の未来一
未来の学校」が公刊されたこともあって4）、ブレーメン、ヘッセン、ハ
ンブルクの3州を皮切りに各州で再び学校の自律性強化を旨とした学校
法制改革が行われ、この結果、「学校の自治」ないし「学校の自律性」
（Schulautonomie）の法理はいっそうの拡大・深化を見せて今日に至って
いるという状況にある。
　しかもこの間、いうところの「学校の自律性」をめぐっては、「学校会
議」（Schulkonferenz：通常、教員・親・生徒の三者同数代表で構成）によ
る学校の意思決定という法的仕組みに関し、憲法上の民主制原則との関係
で、その合憲性が争われるという憲法裁判まで発生するまでに至ってい
る5）。
　一方、いわゆる公法上の特別権力関係論（6ffentlich－rechtliches
besonderes　Gewalt▽erhaltnis）は1972年、連邦憲法裁判所によって最終的
に「死刑判決」を言い渡されたものの6）、現行教育行政組織法上、学校
はすべての州で依然として「非独立的・権利能力を有さない公の施設」
（unselbstandige，nichtrechtsfahige6ffentlicheAnstalt）として位置づけら
れており、行政法学の通説的見解によれば、かかる「公の施設」について
は「自治」ないし「自律性」は語られる余地はない。
　また1980年代半ば以降のいわゆるNew　Public　Managementを標榜する
グローバルな政策潮流の中で、ドイツにおいても1990年代後半以降、と
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りわけ2001年のいわゆる「ピザ・ショック」を直接的な契機として7）、
「学校制度における質保証」（Qualitatsicherungim　Schulwesen）という
テーゼが教育政策上の最重要課題の一つとして浮上し、従来の教育政策や
教育行政・学校教育の有りようが厳しく検証されることになる。
　具体的には、2003年に各州文部大臣常設会議（KMK）が「教育スタ
ンダード」（Bildungsstandards）の導入を決議し（導入は2004年）、また
2006年にはドイツ基本法が改正されて、「教育評価」（Bildungsevaluation）
が憲法上（91b条2項）、連邦と州の共同課題として位置づけられるに
至った8）。こうしてこの時期、ほとんどの州において学校に対する「外
部評価」が法制度化され、くわえて、学校査察制度も創設された。さ
らには学校における意思決定や「学校プログラム」（Schulprogramm）
の質の確保を旨として、多くの州で学校法制上、学校監督庁と学校間
ないし校長と学校内部組織との間で「目標ないし成果協定」（Zie1－und
Leistungsvereinbarungen）の締結が義務づけられるところとなり9）、こう
して従来の「協同的学校自治」はその内実においてかなりの法的変質を迫
られることになる。敷術すると、今日、いうところの「学校の自治」ない
し「学校の自律性」は上述したような一連の学校教育における質保証制度
と法的緊張関係に立っているのであり、そこで、その法的内実は1990年代
半ばまでのそれとはやや実質を異にしており、くわえて現行学校法制上、
その法内容は必ずしも既定ではないという法状況が見られているというこ
とである10）。
　以下では、ドイヅにおける「国家の学校監督」と「学校の自治」に関わ
る法制度（論）の歴史的な発展の推移を把捉したうえで、いうところの
「学校の自律性」について、現行法制下におけるその法的構造を多角的な
観点から明らかにしていきたいと思う。
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1　ワイマール憲法下までの法状況
1－1　国家の学校監督権と学校管理論
　1794年のプロイセンー般ラント法は学校を「国の営造物」（琉ranstaltungen
desStaats）として位置づけたうえで（第II部12章1条）、公立・私立学校制度
に対する国家の監督権を法定し（4条・9条）、法制上、「国家の学校独占」
（sta誼chesSchu㎞onopo1）を確立した。
　国家の学校監督権の法内容は19世紀の諸立法、とりわけプロイセン憲
法23条（1850年）や学校監督法1条（1872年）をめぐる学説・判例・行
政実例等を経て、ワイマール憲法144条二「すべての学校制度は国家の監
督に服する」の解釈として法的定着を見た。
　すなわち、当時の国法学・憲法学の支配的見解によれば、ワイマール
憲法144条は第1次的には学校に対する教会の支配権を排し、国家の支配
権二学校制度の世俗化原則を憲法上確認したもので、そこにいう国家の
学校監督権は教会権力に対する防禦機能（Abwehrwirkung）を担うもの
であった。しかし同時にそれは国家内部関係においては「国家に独占的
に帰属する学校に対する行政上の規定権」（das　dem　Staate　ausschlie駈ch
zustehende　administrative　Bestimmungsrecht　Uberdie　Schule）と観念さ
れ11）、法的意味での監督概念をはるかに超えて、「学校に対する国家の
全的・唯一の直接的規定権力、組織権力、指揮権力、勤務監督権力の総
体」12）として構成されたのであった。
　しかもこの場合、決定的に重要なことは、シュタイン都市条例（steinsche
Stadtordnungv26．Dez．1808）条以来の学校事項の内的・外的事項区分論の
伝統をうけて、この学校監督概念によって「国家による内的学校事項の統轄
および管理」（LeitmgundVbrwaltungderimerenSchulangelegenheiten）11）、
が憲法上根拠づけられたことである。その結果、内的事項は国家がこれを全
面的に掌握し、地方公共団体は国家機関として学校監督権の行使を委任され
たにすぎなかった（委任事項・Auftragsangelegenheit）。
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　またドイツにあっては、19世紀後半以降、教員の勤務関係および学
校営造物利用関係（在学関係）は「公法上の特別権力関係」（6ffentlich－
rechtliches　besonderes　Gewaltverhaltnis）とされ、かかる特別権力関係に
は「法律の留保（Gesetzesvorbehalt）の原則」は妥当せず、特別権力主体
たる学校監督庁は各個の場合に法律の根拠を要することなく一般的学校規
程を定立し、権力服従者（校長・教員・児童生徒）に命令・強制できると
されてきた13）。特別権力関係論によるこうした「法律から自由な学校行政
領域」（gesetzes丘eie　Raum　der　Schulverwaltung）の認容が、上述のごと
き学校監督概念の拡大解釈を強く支援していたことは、EW．・フースの指
摘するところである14）。
　他方、プロイセンー般ラント法は学校（上述）や警察（17章10条）な
どの「営造物」についての規定を設けた。そこにいうV6ranstaltungenや
Anstaltは制定当時およそ技術的・確定的概念としての営造物ではなかっ
たが15）、その後これらの解釈として打ち出されたのがいわゆる営造物理論
である。
　この理論は19世紀後半、0．マイヤーによって構築され、それはワイマー
ル憲法下の学説によっても基本的に承認され、ドイツ行政法学の伝統的
理論となった。そしてそれによれば、営造物は営造物主体に対する法的
独立性を基準として、「全的に権利能力を有する営造物」（vollrechtsfahige
6ffentlicheAnstalt）、「部分的に権利能力を有する営造物」（teilrechtsfahige
6ffentliche　Anstalt）、「権利能力なき営造物」（nichtrechtsfahige6ffentliche
Anstalt）に区分され、学校はこの後者として位置づけられたのであっ
た16）。
　すなわち、学校は「権利能力なき営造物」として、組織権限関係上、学
校監督庁の包括的支配権に服するとされたのである。
　以上、ワイマール憲洗下までの国家の学校監督権および学校管理論の基
本について概述したのであるが、このような法制・理論的状況下にあって
は、法的には、学校の教育自治や自律的権限は語りえない筈である。しか
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し、以下に見るように、ドイツ各州に』おいては1910年代後半からナチ政
権が成立するまで「学校の自治」ないし「教員会議権」が学校法制上確立
され、組織権限関係上、学校は相対的にかなり程度の自立性を享有してい
たのであり、このことは特記に値すると言わなくてはならない。
1－2　教員会議権の法制化過程
　第1次大戦以前においては、学校管理形態として、「独任的ないし権威
的学校管理」（direktoriale　oderautoritare　Schulleitung）なる法制度が一般
的であった。これは、①校長は教員の職務上の上司（Dienstvorgesetzter）
として、教員に対して包括的支配権を有し、②教員会議は設置されていな
いか、設置されていても校長の単なる諮問機関ないし伝達機関でしかな
く、③校長自身もその直近学校監督庁たる郡視学の直接的な指揮監督権下
にある、という法制度である17）。
　たとえば、ハンブルク州の公立民衆学校教員規程（1872年）は「校長
は教員の直近上司である。教員は教育活動や学校懲戒に関する校長の命令
を厳守しなければならない」と明記していたし、またプロイセンの校長服
務規程（1909年）によれば、校長は教員に対して職務上・服務上の指揮
命令権をもつと同時に、「学校のすべての教育事項および教員の職務内外
の行動を郡視学に報告しなければならない」とされていた18）。
　このような独任的学校管理体制に対して、ドイツ教員組合は「教員集団に
よる学校自治のための闘争」（Der㎞pfumdie　schulische　Selbst▽erwaltung
durch　Lehrk61per）を強力に推進した。同組合はすでに1848年の3月革命
当時、「教職の自由」（Freiheit　der　Lehrerberuf）を強く要求していたが、そ
の後も学校管理を校長の単独権限から教員集団の合議制的権限（kollegiale
Befugnis）とすること、教員会議権を学校法制上明示的に保障すること、校
長は「同輩中の首席」（primus　interpares）としその実質的任命権を教員集
団に留保すること、等を要求して根強い運動を展開したのであった19）。
　たとえば、H・ウォルガストはその講演「学校における官僚主義」（1887
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年）で、教員と芸術家とのアナロジーから、「教員が活動する諸条件は多
様だから、個々の学校には自由が保障されなければならない。教員集団が
学校事項を決定すべきである」と主張し、またドイツ教員組合エルバー
フェルダー決議（Elberfelder　Besch1Ussen・1908年）では次のように謳わ
れた。
　　「教員会議はすべての成員が同等な共同責任を負う自治組織である。校
長は教員の職務上の上司ではなく、同輩中の首席であり、名誉職である。
学校監督庁は教員集団がその成員から自由な秘密投票で選出した者を校長
に任命すべきである」。
　さらに同教組1910年大会では「学校監督と学校管理」がテーマとされ、
ハンブルク教員団により「学校自治の主体としての教員会議権の確立」が
提案されたのであった20）。
　さて以上のような19世紀中葉以降における教員組合の要求運動は、一
般的な民主化思潮や統一学校構想などを背景として、1910年代から20年
代前半にかけて法制上に結実することになる。
　まず1910年代の前半には各州で教員会議は必置機関とされ、その権限
もかなりの拡大をみた。教員には教員会議での議案提出権や議決権が保障
され、校長は教員会議の決定に対してはただ限定的拒否権（beschranktes
Vbtorecht）を有するにすぎないという制度が生成した。つづいて1919
年にはプロイセンとバイエルンで「自治としての合議制学校管理」
（kollegialeSchulleitungalsSelbstverwaltung）が法的保障をうけたのを始
めとして、1923年までにブレーメン、チューリンゲン、ザクセン、ハン
ブルクの諸州でかかる法制度が確立したのであった。また上記以外の州に
おいても「父母協議会と教員会議の参加の下での専門家による学校管理」
を行うことが校長の義務とされ、こうしてすべての州で教員会議権が確立
ないし大幅に拡大・強化されたのであった21）。
　そこで以下では、ハンブルク州の「学校の自治に関する法律」（Gesetz
廿berdie　Selbst▽erwaltungderSchulenvom12．April1920）を範例として、
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そこにいわゆる「学校の自治」が果たして如何なる法内容のものであった
かを検討したいと思う。
1－3　ハンブルク州学校自治法の構造
　この法律は総則、教員会議、父母協議会（Eltemrat）、校長、学校評議
会（Schulbeirat）および特則の6章47力条から成っているが、学校組織権
限関係の基本構造は以下のようである。
　まず第1条で「各学校の直接的管理（unmittelbareVbrwaltungeiner
jeden　Schule）は教員会議と父母協議会によって行われる」と宣明し、学
校自治の主体が教員会議と父母協議会であることを確認している。ただ
「父母協議会はその決定の実施にあたって教員会議の同意を得なければな
らない」（13条）とされ、また「教員会議の決定は校長およびすべての成
員を拘束する」（4条）とされており、したがって、教員会議が学校内部
管理の最高議決機関である。そこでいうところの「学校の自治権」の具体
的内容は教員会議権の内容如何ということになるが、これには大別して次
の2種の権限が含まれている。教育実践上の権限と教員人事上の権限がそ
れである。
　すなわち、教員会議はまず「学校における教授・教育活動の実施に必要
な措置を決定する権限を有する」（2条1項）。この場合、「法規定および
上級学校行政庁の命令の範囲内で」（同条同項）との制約があるものの、
教員会議権は学校監督庁の包括的・無制限な支配に服しているわけではな
い。学校監督庁は教員会議の決定をそれが「現行法令に抵触している場合
もしくは学校の利益（Schulinteresse）を著しく損なうと考えられる場合
に限り、これを取り消す権限を有する」（39条）にすぎない。「学校の利
益」という不確定法概念の解釈如何によっては行政介入の余地が存すると
はいえ、学校監督権の発動に具体的な規制が加えられていることは重要で
ある。
　つぎに教員人事上の権限をみると、教員会議は「教員の採用や転任に際
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して父母協議会や関係者の意見を聞いたうえで、これにっいて学校監督庁
に提議することができる」（2条2項）とされている。特筆すべきは、こ
の場合「特段の疑義がない限り、学校監督庁はそれを承認しなければなら
ない」（同条同項）とされており、教員人事の実質的権限は教員会議に留
保されているということである。さらに校長や教頭の選出も教員会議の権
限事項とされており（父母協議会の代表も参加・19条）、こうして教員人
事権が学校自治・教員会議権の重要な内実をなしていたことが知られる。
　父母協議会は「学校と家庭との協同により、青少年の肉体的・精神的・
道徳的福祉を増進すること」（5条）を目的とする教育権者（ドイツでは
「教育権者」＜Erziehungsberechtigte＞といえば親を指す）の組織で、学
校生活に関連するすべての問題の審議・決定権を有する。また、その代表
は適時、学校経営を視察することができ、これに対応して校長には学校状
況についての報告義務が課されている（13条1項）。
　校長の職務はr法規定、学校監督庁の命令および教員会議と父母協議会
の決定に従って学校を経営する」（18条）ことにある。ただ教員会議や父
母協議会の決定が現行法に抵触もしくはそれを責任をもって実施しえない
と考えられる場合には、校長は学校監督庁に異議申立てをすることができ
るとされる（同条2項）。校長職は名誉職（Ehrenamt）であり、教員と職
務上、上司・下僚の関係にはない（23条）。
　なお学校評議会（親代表100名・教員代表100名の計200名で構成）は学
校制度に関するすべての問題について学校行政庁への提議権を有するとさ
れ、また学校行政庁は法令立案過程でその意見を聴取しなければならない
として、教育立法・行政過程の民主化がはかられている（28条～33条）。
　以上がハンブルク州学校自治法の基本構造であるが、ここにおいては学
校はかなり広範な自律的権限を保障されていたことが知られよう。W・ラ
ンデはこの法律は「学校管理の合議制的組織を規定したにすぎず、‘学校
の自治’と表示したのは不当だ」と断じているが22）、上述したところから
すれば、それこそいささか不当だと言わなくてはなるまい。
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　なおこの法律はナチ政権の成立した1933年に廃止され、学校は再び学
校監督庁の包括的規律と校長の独任的管理の下におかれた。
　すなわち、極度の中央集権的教育行政体制の確立と相侯って（1934年
5月ライヒ文部省設置）、「議会制民主主義に立脚する教員集団の合議・決
議権はこれを全廃する」と明言され、「指導者原理」（FUhrelprinzip）に
則って「学校の指導者」（FUhrer　der　Schule）として位置づけられた校長
が学校内部管理の全権を掌握した。こうしていうところの学校自治法制は
根底から破壊せしめられたのであった23）。
2　ドイツ基本法の制定と学校の自治
2－1　伝統的法制・理論の継受
　ドイッ基本法7条1項は「すべての学校制度は国家の監督に服する」
と定めたが、これはワイマール憲法144条と同文であり、また基本法と前
後して生まれた諸州憲法も概ねこのような伝統的法条を継受した。その結
果、当然であるかのように、ドイツ基本法施行後の判例や通説も国家の学
校監督概念に関する伝統的解釈を維持した。
　たとえば、基本法制定当時の代表的な註釈書は、ワイマール憲法との法
条の・一致を根拠として、大要、次のように述べる。
　基本法7条1項は学校制度の統一性を確保するための制度的保障で、
「学校の唯一の主人」（alleiniger　Schulherr）としての国家にすべての学
校制度に対する支配権を容認したものである。そこにいう国家の学校監督
とは、かつてG・アンシュッツが規定したごとく、「国家に独占的に帰属
する学校に対する行政上の規定権」にほかならない。国家の学校監督の
内容と範囲に関する従来の法および行政実例は今後も継続して有効であ
る24）。
　また判例ではコブレンツ高等行政裁判所判決（1954年7月10日判決）
をはじめ、連邦行政裁判所も一貫して「国家の学校監督とは学校制度の組
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織・計画・統轄・監督に関する国家的支配権の総体である」との見解を示
した25）。
　他方、伝統的な学校管理法制・理論も基本的に継承された。すなわち、
すべての州の学校法が学校を従前どおり「権利能力なき非独立的営造物」
として位置づけ、これらの条項の解釈においても伝統的な学校営造物理論
が依然として通説的地位を占めた。またいわゆる公法上の学校特別権力関
係論もなお根強く支配的であったし、さらに公法上の勤務関係に立つ教員
には官吏法理が厳格に適用されたのであった。
　以上のような法制・理論により、学校は学校監督庁の包括的な支配権・
強い緊縛下に置かれ、こうしていわゆる「管理された学校」（dieverwaltete
Schule）が現出した。この状況をH・ベッカーは、学校は教育行政のヒエ
ラルキーのなかで地区警察や税務局などと同程度に最下級行政機関化して
おり、校長は税務吏員以下の決定の自由しかもたず、教員は「授業形成の
自由」を剥奪され単なる行政執行吏に堕していると表徴し26）、またH・ル
ンプフは「教員を疲労困懸させる教育行政の恐怖」とさえ表現した27）。
2－2　教員の教育上の自由・学校の教育自治の法制化
　このような法制的・理論的状況下にあって、教育機関としての学校の特
性や教員の職務活動の特殊性を根拠として、伝統的な学校監督概念や営造
物理論および教員の官吏法上の地位の修正を指向して主張されたのが、いわ
ゆる「教員の教育上の自由」および「学校の教育自治」（Die　padagogische
Selbstverwaltung　der　Schule）の法理である。この法理を構築しその立法化
を強力に唱導したのは、ドイツ学校法学の権威H・ヘッケルであった。
　ヘッケルはまず1956年の論文「学校法の今日的状況と将来の課題」に
おいて、今日の学校政策の特徴を簡潔に表現する言葉の一・っは、自律的な
教育施設としてではなく、第1次的に最下級行政機関として把握されてい
る学校たる　‘管理された学校’である。教育とはなじまない官僚主義の危
険が学校を外部からだけではなく、内部からも脅かしている」と指弾し、
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この現状を打開する方途として次の2点を提言した。
　すなわち、学校監督に対する学校・教員の法的地位を明確化するこ
と、および教育権者の参加によって「学校の民主化」をはかることがそ
れである。そして特に前者について「学校には一定程度の真の自治（ein
bestimmtesM論echterSelbst▽erwaltmg）を、教員には明確に規定された
教授・教育の自由を、教員会議には必要な権限と責任を保障するのが将来
の学校立法の課題である」と力説したのであった28）。
　1957年以降も主著「学校法学」（Schulrechtskunde，1Aun．・1957年）を
はじめこれに関する多くの論稿を著し、下記のように主張すると同時に著
書「ドイツの学校の基本規程」（1958年）においてこの法理の立法案を具
体的に提示したのであった29）。
　　「教員は自分自身が自由である場合にだけ、自由への教育（Erziehung
zur　Freiheit）を行うことができる。したがって、学校法は学校教育の本
質と意義にそくした教育上の自由を保障しなければならない」30）。
　「学校における教育活動は教員会議、校長、教員が責任をもって行い、
教育行政当局は緊急の必要がある場合にだけそれらの教育上の自由を制限
しうるとの法律上の明記が必要である」31）。
　「学校は親と教員によって協同で自主的に管理され（genossenscha丘1ich
selbstverwaltet）、かつその諸条件は自由な運用に委ねられるべきであ
る」32）。
　またF・ぺ一ゲラーも、学校は教育に内在する教育専門的独自性にも
とづいて運営されるべきであると述べ、「管理された学校」（verwaltete
Schule）から「教育的な学校」（padagogische　Schule）への変革の必要性
を強く説いた33）。
　さて以上のような提言は、1920年代に』おける「学校の自治」獲得の歴
史的成果を背景としつつ、1950代後半から法制化をみることになる。
　すなわち、1956年、ハンブルク学校行政法が「学校における自治は教
員会議と校長によって行使される」（1条2項）と明記したのを嗜矢とし
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て、1960代末までに7つの州学校法が「教員の教育上の自由」ないし「学
校の教育自治」を保障するまで至ったのである。このうち法構成的にもっ
とも整備され、かつその後の各州における学校法制改革に多大な影響を
与えたヘッセン州学校行政法（1961年）は「学校の教育上の自己責任」
（PadagogischeEigenverantwortungderSchule）と銘打って、次のように
書いた34）。
　「学校監督庁の権限および学校設置主体の行政上の権限を妨げることな
く、学校は法規定の範囲内でその教育事項を教員会議と校長によって自ら
（selbst）規律する」（45条1項）。
　「教員は法律、学校監督庁の命令および教員会議の決定の範囲内で、そ
の固有責任において（in　eigenerV6rantwortung）教授し教育を行う。教
員の教育上の自由はただ必要な場合に限り制限されうる」（52条2項）。
　なおこれらに関する学校法律上の明示的保障を欠く州においても、教
授・教材規程等で教員の教育上の形成権を保障しており、したがって、上
記法理は当然のものとして承認されているとされた35）。
2－3　学校監督概念の再構成
　国家に全学校制度に対する無制限な規定権力を帰属せしめる伝統的な学
校監督概念は「絶対主義国家の全権」（1Ulmachtdes　absoluten　Staates）の
思想と強く結合しており、したがって、それは自由で民主的な社会的法治
国家を標榜するドイツ基本法下においては否定ないし修正される必然性を
伴っていた。
　すなわち、第1に、「教育行政における法治主義の原則」（20条3項）
が確立されたことによって、法律から自由な学校監督庁の一・般的規範定立
権はもはや認容される余地はない。
　第2に、基本法は国家の教育独占を排して「教育における地方自治」
（28条2項）、「私学の自由」，（7条4項）、「親の教育権」（6条2項）お
よび「子どもの人格の自由な発達権」（条項）を保障し、さらには上述の
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ように「教員の教育上の自由」と「学校の教育自治」も法的確立をみたこ
とによって、国家の学校監督権もこれらの諸自由・諸権限との法的緊張で
「制約された権力」（begrenzteGewalt）たらざるをえない。
　こうして伝統的な国家の学校監督概念は、その歴史的な特殊性は考慮さ
れながらも、現行法制に即して再構成されることになる。それをヘッケル
の所論に代表させて端的に概括すると、以下のようである36）。
　基本法7条1項は学校が国家の影響領域に編入されるという原則から出
発しており、そこにいう国家の学校監督とは学校に関する国家の権利・義
務の包摂概念である。それは内容的には二つの権能に大別される。
　一っは学校制度に関する国家の一般的形成権・規律権（allgemeine
Gestaltungs－undNormierungsrecht）で、これがいわゆる「教育主権」
（Schulhoheit）と称されるものである。具体的には、中央段階での教育
制度に関する組織計画、教育目的や教育内容の確定、学校の組織編制や教
員の資格・法的地位、就学義務、学校設置基準等の確定などである。これ
らは国家の主権作用の一一環として国民代表議会ないし政府の権能に属す
る。
　二っは法的に固有な意味での監督で、これは教育活動に対する「専
門監督」（Fachaufsicht）、教員に対する「勤務監督」（Dienstaufsicht）、
および国家以外の学校設置主体の学校行政活動に対する「法監督」
（Rechtsaufsicht）からなる。これらの監督権は法律の定めるところによ
り教育行政機関がこれを行使する。そして以上のような国家的諸権能の実
質や具体的内容および強度は、上述の諸教育主体・学習主体の権利や自由
との法的緊張において個別かつ具体的に確定されなければならない。
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3　ドイツ教育審議会の「学校の自治」「学校参加」強化勧
　　告と1970年代の学校法制改革
3－1　ドイツ教育審議会の「学校の自治」「学校参加」強化勧告
　ドイツ教育審議会（Deutscher　Bildungsrat）は1970年に「教育制度のた
めの構造計画」、1973年に「教育制度における組織および管理の改革一強
化された学校の自律性（V6rstarkte　Selbstandigkeit　der　Schule）と教員、
生徒』および親の参加」、また1974年には「実践的なカリキュラム開発の促
進」なる勧告を行った37）。これらの勧告は1970年代前半からの各州におけ
る学校法制改革の重要な契機をなしたものであり、その果たした役割は高
く評価されよう。以下に、本稿の射程内の勧告内容について、その基本的
テーゼと学校組織構造法上の原則を端的に概括しておこう38）。
3－1－1　基本的テーゼー「自律化」（Autonomisierung）と「参加」
　　　　　　（Parヒizipation）
　「強化された学校の自律性」と参加は不可分な関係にある。前者は、国
による枠組の範囲内で個々の学校に決定権を委譲することを意味するが、
その目的は教育制度における集権と分権、統一性と多様性という問題を、
議会制民主主義に係留された学校に実質的な決定権を保障することによっ
て解決しようとするところにある。
　「参加」とは学校の審議・決定過程への教員・親・生徒の制度化された
関与をいう。この概念は、学校におけるコンフリクトの調整と合意形成に
資するコミュニケーション・決定過程を創出することによって、権限と当
事者性、正当性と利益代表、責任と決定という問題を解決することを目指
している。
　固有責任の委譲と参加は組織改革の不可欠な構成要素である。「強化さ
れた自律性を伴わない参加」は学校内部の複雑で形式的かつ無権限な意
思形成をもたらすにすぎない。「参加を伴わない強化された自律性」は学
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校の内部構造を管理的な命令関係に転化させてしまう。強化された自律性
と参加が構造的に連関して始めて、新たな学校像に見合う活動形態と意思
決定構造が創造される。その際、参加の重点は学校の中心的な任務、っま
り、学習過程の組織にかかわる領域に置かれなければならない。
3－1－2　基本的テーゼの根拠
＜1＞学校のような複雑な社会制度は中央によって集権的に管理運営する
　　ことはできない。常に変化する学校の現実に即応するためには、学校
　　は自らが弾力的かつ状況適合的（situationsgerecht）1こ活動し決定で
　　きる状態に置かれなくてはならない。
＜2＞学校の重要な任務は学習過程の組織化にある。教員と生徒との間の
　　教育活動や相互作用の形態が変革された場合にだけ、改革を語ること
　　ができる。文部省による伝統的な官治に代えて、専門的な計画上の権
　　威が必要であり、教員は教育行政に対して第1次的な当事者たる地位
　　に立たなくてはならない。
＜3＞学習過程は外部から統御されてはならない。学習は教育者と学習者
　　それぞれの努力、学習目的との個人的な一体化、内的な動機づけを要
　　請する。
＜4＞議会による意思形成は必然的に一般化されざるをえず、社会の部分
　　領域からの各種の要求を反映することには限界がある。議会制民主主
　　義の限界を参加民主主義（partizipatorische　Demokratie）によって補
　　充することが、教育制度においてはとりわけ重要である。自己決定の
　　ような民主的な教育目的は、他律的な組織形態によっては本質的に実
　　現することはできない。
3－1－3　教育行政・学校組織構造法上の原則一下部への権限分散によ
　　　　　　る学校の実質的自治の保障
下部への権限分散（Kompetenzverlagerungennachunten）によって、
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その固有責任領域における学校の実質的自治を保障すべきである。
　すなわち、教育制度の質・統一・調和を確保するための中央段階で
の計画および法規定の範囲内で、学校がその事項を自律かつ自己責任
的に（autonomund　selbst▽erantwortlich）決定できるようにしなければ
ならない。国家の学校監督権は大幅に縮減され、その任務は枠組規程
（Rahmenrichtlinien）の維持に限局されるべきであろう。しかも枠組規程
の範囲内では学校監督庁と学校とは協同関係（Kooperationsverhaltnis）に
あるべきで、したがって、国家の学校監督権は本質的には指導助言権であ
ることが要言青される。
　他方、学校ないしその機関に教育政策立案・決定過程への参加権を制度
的に保障する必要がある。
ぐ1＞専門監督の縮減による「保障された自律性」
　　　当事者に実質的な活動・決定領域が保障されなければ、参加型モデ
　　ルは無意味かつ無目的なものとなる。したがって、国の教育行政と学
　　校との関係、すなわち、個々の学校の自律性の程度が決定的に重要と
　　なる。今日の学校監督庁の包括的な命令権が、枠組規程の制定とその
　　コントロール、つまりは法監督に縮減されて始めて、保障された学校
　　の自律性が語られうることになる。
＜2＞カリキュラム編成における学校の自律性
　　　学校の日常は会議活動ではなく、教育活動とその計画・実施であ
　　る。教育活動の目標・内容・方法および成果のコントロールが学校の
　　内部で自ら決定することができて始めて、学校の自律性が語られうる
　　ことになる。プラグマティックなカリキュラム開発と伝統的な教授計
　　画の枠組規定への縮減が必要である。
＜3＞教員参加と校長権限の強化
　　　「社会化された教育施設」としての学校における自律的な意思決定
　　過程は、基本的には専門家である教員によって担われなければならな
　　い。学校会議における教員・親・生徒三者同数代表（Drittelparitat）
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　　の要求に与することはできない。この要求は企業における労使共同決
　　定制と経済民主主義に関する論議を曲解したものである。学校におけ
　　る人的グループは客観的利益を代表するものではなく、様々な要求を
　　擁し世界観に依拠している。学校会議の構成においては教員に安定多
　　数が保障されなくてはならない。
　　　校長は学校監督庁や学校設置者との関係において、および学校内部
　　の意思形成において、影響力を行使し責任を負いうる地位に立たなけ
　　ればならない。こうして校長には組織・財政・人事上の課題を自ら解
　　決できるように、教育行政職員としての資質も求められることにな
　　る。あわせて校長の学校管理運営上の権限が強化される必要がある。
＜4＞学校との広範なコンタクトとしての親の参加
　　　親の参加を拡大し強化する必要がある。親の協力があってこそ学校
　　はその任務をよりよく遂行できるからである。このため親と学校との
　　協同を制度化する必要があるが、それは第1次的には学校ないし州段
　　階での組織化された親の代表制の問題ではない。親と教員との緊密な
　　コンタクトを広範な基盤の上に構築することこそが重要である。
＜5＞授業に関わっての生徒参加
　　　生徒の参加はマージナルな援助機能に限定されてはなら
　　ず、学校の中心的な任務である学習過程の組織にまで及ばな
　　くてはならない。その制度形態としては授業計画フォーラム
　　（Unterrichtsplanungsforum）、授業批判（Unterrichtskritik）、選択教
　　科・学校行事・部活動の創設計画に際しての生徒への留保などが挙げ
　　られる。
3－2　1970年代の学校法制改革
　上述のようなドイツ教育審議会の勧告を直接の契機として、1973年の
ハンブルク州における学校組織構造法（Schulverfassungsgesetz）の制定
を皮切りに、1970年代、旧西ドイツ各州ではかなり大幅な学校組織構造
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法制改革が敢行された。
　その結果、たとえば、上記ハンブルクとベルリン（1974年）の学校組織
構造法、ザールラント州の学校共同決定法（Schulmitbestimmungsgesetz・
1975年）やノルトライン・ウエストファーレン州の学校参加法（Schulmiし
wirkungsgesetz・1977年）などの改革立法の名称が端的に示しているよう
に、国の学校監督権との関係で学校の自律的権限が拡大・強化されるとと
もに、教員会議・学校会議・父母評議会・生徒代表組織などの各種会議権
や教育行政・学校経営への参加権は総体としてはそうとう強化・補強され
た。
　改革後、この時期の学校法制状況を上述したドイツ教育審議会の勧告内
容に即して概括すると、以下のようである38）。
3－2－1　専門監督の縮減による保障された学校の自律性
　たとえば、上記ハンブルク州学校組織構造法は改めて「学校は教員、
親、生徒の協同によって条件づけられた、特別な自律性を擁する社会制度
である」と確認したうえで、「学校の自治」を法定し（1条）、またライ
ンラント・プファルツ州学校法（1974年）は「学校の自治」（Schulische
Selbstverwaltung）と題して、こう明記した（18条）。「学校は、この法律
の基準に従って、自ら（selbst）その事項を計画し、決定し、実施する権
利を有し義務を負う」。
　さらに二一ダーザクセン州学校法（1974年）は「専門監督の制限」と
銘打って、以下のように書いた（101条）。「学校監督庁は、専門監督の範
囲内で、学校における教育上の評価および決定を、ただ次の場合に限り取
り消しないしは変更することができる。すなわち、①法律ないしは行政規
則に抵触している場合、②不当な前提もしくは事項外的考量から出発して
いる場合、③一般的に承認された教育上の原則あるいは評価基準に抵触し
ている場合、がそれである」。
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3－2－2　カリキュラム編成における学校の自律性
　たとえば、ザールラント州学校共同決定法（66条）や二一ダーザクセ
ン州学校法（100条）がその例であるが、ほとんどの州学校法で学習指導
要領の枠組規程性（Rahmencharakter）が確認され明記された。
　くわえて、教育課程編成過程への教員・親・生徒の各種の参加権が法認
された。学校における教育課程編成に際しての親や生徒に対する聴聞権
の保障（ハンブルク学校組織構造法47条など）、州段階での州父母協議会
（Landeseltembeirat）や州生徒代表制（LandesshUlervertretung）に対す
る聴聞権や提議権の保障（バーデン・ビュルテンベルク州学校法＜1976
年・60条＞など）、さらには州父母協議会に対する共同決定権の保障（ラ
インラント・プファルツ州学校法37条）などが、その規定例である。
3－2－3　教員参加と校長権限の強化
　教員・親・生徒代表からなる学校会議の構成比に関し39）、ドイツ教育審
議会の勧告とは異なり、ベルリン、ハンブルク、ラインラント・プファル
ッおよびバイエルンの4州においては三者同数代表制が採用され（ベルリ
ン学校組織構造法51条など）、また二一ダーザクセン州では教員と生徒の
二者同数代表制（Halbparitat）が採られるに至った（二一ダーザクセン学
校法27条）。
　しかし学校会議の権限は概ね控え目で、学校規程の制定、学校内のコン
フリクトの調整、教育行政機関に対する若干の聴聞権の保障などに限定さ
れ、学校の意思決定においては教員が中核的な担い手であるべきだとす
る、いわゆる「教員による学校」像（Lehrerschule）が、学校組織・権限
関係上、原理的に維持された。ただハンブルク州においては三者同数代表
制学校会議の校長任用過程への参加権が明記された（組織構造法9条）。
　つぎに校長と教員会議の権限関係については大きく二様の規律モデルが
見られるに至った。一つは、学校経営権は原則として教員会議に属し、学
校法によって特別に授権された場合に限り、校長もこの面での権限を有す
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るという法制度であり、他はその逆の権限関係法制である。
　前者の範例としては二一ダーザクセン州が挙げられる。すなわち、
同州学校法によれば「教員全体会議はすべての本質的な事項（alle
wesentlichenAngelegenheiten）について決定権を有する」とされ、しか
もその権限事項は、たとえば、重要な教育問題や教育計画の策定など、
25項目にも及んでいる（23条）。学校経営上のほとんどすべての重要事項
が網羅されていると言ってよい。
　これに対して校長は、教員全体会議を準備し、その議長を務め、会議
の決定を実施するにすぎない（30条）。ノルトライン・ウエストファーレ
ン、ヘッセン、ブレーメンなどの諸州もこのモデルに近い。
　他方、後者の規定例の典型はバイエルン州であり、そこでは「校長は秩
序ある学校経営と教育活動に対して、および教員と共同で生徒の教育に対
して責任を負う」（一般学校規程42条2項）と法定されている。学校経営
権は基本的に校長の単独権限に属するとされているのである。
　かくして、教員会議は会議権は享有するものの、校長との関係ではその
議決は単に勧告の意味しかもたない（45条2項）。バーデン・ビュルテン
ベルク州やハンブルク州もこのモデルの流れに位置している。
3－2－4　親の学校教育参加の拡大・強化
　1972年、ドイツ連邦憲法裁判所の「促進段階判決」＜F6rderstufenurtei短
6．12．1972＞において、「子どもの人格の形成を目的とする親と学校の共通
の教育課題は両教育主体の意義ある協同（sinnvolles　Zusammen輌rken）を
要請する。すでに教育的な理由から、教員はその教育活動を親の中核的な
観念や見解を無視しては、ないしそれに反しては行うことはできない」と
判示されたこととも相侯って40）、ほとんどの州で学校教育における親の参
加権が拡大・強化された。
　とくにベルリンとザールラント州においてその傾向がより強く、両州で
は、たとえば、授業の計画と形成および成績評価基準についての教員の親
一210一
ドイツにおける学校の自律性（Schulautonomie）の法的構造（1）
に対する報告義務（Informationspnicht）が明記され、また親に対して授
業訪問権（RechtaufUnterrichtsbesuch）が保障された。さらには親は授
業計画の作成に参加する権利を有するとされ、授業計画に関し親に提案し
発言する機会が与えられなければならないとも法定された（ベルリン学校
組織構造法40条1項、ザールラント学校共同決定法36条など）。
　二一ダーザクセン州とバーデン・ビュルテンベルク州においても、学校
法制上、授業の計画・内容・形成に関する教員の親に対する説明義務が明
記された（二一ダーザクセン州学校法77条、バーデン・ビュルテンベル
ク州学校法56条）。
　くわえて、すべての州学校法が「親のタベ」（Eltemabend）を制度化す
るとともに、学校父母協議会の各種の学校経営参加権を法認した（ハンブ
ルク学校組織構造法29条など）。さらにバイエルン州を除くすべての州で
州レベルでの親の教育行政参加一州父母協議会が法制化を見るに至った。
ただその権限は、ヘッセン州を例外として、概ね聴聞権と知る権利に限定
されていた。
　ちなみに、ヘッセン州では1958年以来、教育権者の参加および州父母協
議会に関する法律（Gesetz　UberMitbestimmungderErziehungsberechdgten
unddesLandeseltembeiratv13．Nov1958）の定めるところにより、教育目
標に関する一般的な規程の定立など5領域については、州父母協議会に共
同決定権（Mitentscheidungsrecht）が保障されるところとなっている。
3－2－5　授業の計画や形成への生徒参加の保障
　ドイツ教育審議会が勧告した授業に関わっての上記3様の生徒参加制度
を全的に採用した州は存しなかったものの、ベルリンとザールラント州に
おいては、この領域における生徒の知る権利と提案権を確認して、学校法
制上、っぎのように明記された。
　「生徒は、その年齢に応じて、授業計画について教員から説明をうけ、
また現行規定の範囲内で授業や学校行事の形成に参加することができる。
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教材の選択、授業における重点や個々のテーマの設定、特別な授業形態の
採用などに関しては、生徒にこれについて提案したり発言する機会が与え
られなければならない。
　生徒の提案が考慮されない場合は、その理由が説明されなくてはならな
い」（ベルリン学校組織構造法26条、同旨・ザールラント学校共同決定法
21条）
　くわえて、ベルリン州学校組織構造法は「授業におけるコースの設定や
クラブ活動（Arbeits－und　Interessengemeinscha丘）の創設に当たっては、
関係生徒は事前に聴聞をうけ、学校の教育計画や組織的な可能性を留保し
て、その提案は努めて考慮されなければならない」（27条）と規定するに
至った。
　また二一ダーザクセン州でも学校法上、下記のような条項が新設され
た。
　「授業の計画・内容・形成についてはクラスの生徒に説明されなくては
ならない。生徒協議会（SchUlerrat）は、学校の組織や成績評価に関する
基本的な決定がなされる前に、校長ないしは教員会議による聴聞を要求す
ることができる」（同州学校法61条3項）。
　「校長および教員は生徒協議会や個々の生徒に対して、必要な情報を提
供しなければならない」（同条4項）
注
1）いうところの「学校の自治」は、たとえば、ヘッセン州学校法127a条やハ
　ンブルク州学校法50条などがその例であるが、現行学校法上、すべての州
　で明示的な保障をうけている。ただそのターミノロジーはSelbststandigkeit，
　Eigenstandigkeit，Selbstverwaltung，Selbstverantwortung，Eigenverantwortung，
　など州学校法によって各様である。
2）EW．D6rpfeldは下記のモノグラフィーにおいて、もっぱら親の権利を基軸に据
　え、学校を自由な共同体として創造することを構想したのであった。ders，Die
　Freie　Schulgemeinde　und　ihre　Anstalten　auf　dem　Boden　einer　freien　Kirche　im
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　　freien　Staate，1863．
　　　ders，Das　FundamentstUck　einer　gerechten，gesunden，freien　und　friedlichen
　　Schulverfassung，1892，In：KKloss，Lehre馬Eltem，Schulgemeide－Der　Gedanke
　　der　genossenschaftlichen　Selbstverwaltung　im　Schulwesen，1949，Sユ08．
　　　なおドイツにおけるデルプフェルトの学校組織構造論に関する本格的研究と
　　しては、さしあたり、以下が挙げられる。W．auf　der　Ha既D6rpfelds　Theorie
　　der　Schulverfassug，1917，ESchmidt，RWD6rpfelds　Schulverfassung　in　ihrer
　　Bedeutung　fUr〔iie　Gegenwart，192α
3）たとえば、19世紀ドイツにおける行政学の泰斗・L乱Steinは大著、Die　Vie㎜altungslehre，
　　Fanfter　Tei1，Das　Bildmgswesen，1868、で教育行政における市町村の自治にくわえ
　　て、教員による学校自治の理論を提示しているし、憲法・行政学者・RGneistもそ
　　の著「国民学校の自治」（Die　SelbstverwaltungderVolksschule，1869）において、
　　市町村学校委員会のもとでの学校自治の制度を構想している。また自然法学者
　　H．Ahrensも、Naturrecht，1839，でこう説いている。「大学の自治を範として、民衆学
　　校や上級学校においても教員による全的な自治が保障されなければならない。国家
　　は教育の理念や内容・方法を決定してはならない。国家の役割は一般的な学校組織
　　構造を規定することと、一定範囲の学校監督に限局されなくてはならない」。さらに
　　1860代に刊行された教育学辞典（K▽Stoy　Enzyklopadie　derPadagogik，1861，S．262）
　　にも、次のような記述が見えている。「学校は国家や教会ではなく、ただ家庭と市町
　　村にこそ基盤を置くべきものである」。以上については、K・Kloss，品QS．35－S．44．
4）Bildungskommission　NRW，Zukunft　der　Bildung－Schule　der　Zukunft，1995．
5）近年の憲法裁判例にっいて、詳しくは参照：PUnruh，SchulautonomieundDemokratieprinzip－
　　im　Lichte　demeueren　Rechtsprechung　des　Bundesverfassungsgerichts，In：RdJB（2003），S．466f丑
6）BVerfG，Entscheidung　vom14．3，1972，In：JZ（1972），S．357．
7）2000年に実施されたOECDの「生徒の学習到達度調査」（Programmefor
　　Intemational　Student　Assessment・略称一PISA）において、調査に参加した
　　32力国のなかで（15歳の生徒を対象）、ドイツは読解力、数学および理科のす
　　べてが下位3分の1グループに位置し、いずれにおいてもOECD加盟国の平
　　均を下回る成績であった。この結果をうけて、たとえば、2002年に「ドイッ
　　教育の悲惨一ピザとその結果」（K．Adam，Die　deutsche　Bildungsmisere－PISA
　　und　die　Folgen）と銘打った書物が刊行されているのが、当時の状況をよく物
　　語っている。
8）詳しくは参照：拙稿「ドイツにおける学力保証政策とデータ保護の学校法制（3）
　　（4）」、『教職研修』、2009年3月号、教育開発研究所、126頁以下。2009年4月号、
　　138頁以下。
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11）GAnschUtz，Die　Verfassung（ies　deutschen　Reichs，14Auf1．1933，S．672．
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